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テーマ： 「実家の相続に関する意識調査」

持家市場が苦戦する中で、都市型住宅で存在感のある旭化成ホームズのキャンペーン「実家のこれ

から」相談会が話題になっている。「実家の相続」をキーワードとして、単なる二世帯住宅や建て替え

需要を顕在化させる手法から、住み替え売却、資産活用まで顧客の視点から多様な選択肢を提案し

ている。

１． 年度 ～ 月期の住宅着工は前年比マイナス ％

～ 月の新設住宅着工戸数の需要別の動向を見ると、新設住宅合計でマイナス ％、持家需要マイナス

％、貸家需要はマイナス ％、分譲需要はマイナス ％とすべての需要でマイナスに転じた。これは首

都圏における分譲マンションの落ち込み、貸家需要がなかなか回復しないことが大きな要因と考えられる。

住宅会社各社にとっては、今まで持ち家市場を

補完してきた賃貸需要が低迷する中で、メイン市

場である持ち家需要の掘り起こしが課題になって

いる。

この夏の各社のキャンペーンを見ると、積水ハウ

スは「プランニングカフェ 設計相談会」と恒例の

「住まいの参観日」の展開。住友林業は「夏の家

設計相談会」、セキスイハイムは新商品「新型パ

ルフェ発表会」で集客を図っている。

しかし、住団連の「住宅業況調査（第一回 月調

査）」の結果では、展示場来場者や引き合い増加

を示す指数は前年を大きく下回っている。

また、経営者の景況判断調査（第二回 月調査）

の 月から 月の見通しにおいても「消費増税に

よる駆け込みが徐々に発生してくる時期であり、

顧客の動きも活発化してくると思われる」という楽観的な声も聴かれるが、反面「戸数アップは期待できず、

、二世帯住宅などの単価アップに期待」との声もあり、量的拡大といった成果に結びつかないのが現状の

ようだ。

そんな中で、戦略的なマーケティングに定評のある旭化成ホームズのキャンペーンテーマが話題になっ

ている。同社は、首都圏を中心とした大都市圏にターゲット市場を限定し、 会場に複数出展するドミナン

ト展示場戦略や、二世帯住宅、三階建て住宅、賃貸併用型、 子供を持たない共働き世帯 など

新しい住まい方の提案するすることで需要拡大を図ってきた。

今回は「実家と相続」という古くて新しいテーマを取り上げ、生活者調査「実家の相続に関する意識調査」

に基づいたキャンペーンを展開している。 月の受注速報はまだ公表されていないが、関係者の間で話

題になっている。
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　厚⽣労働⼤⾂は、労働者の墜落を制⽌する器具（墜落制⽌⽤器具）の安全性の向上と適切な使⽤を図るため、「安
全帯の規格」（平成 14 年厚⽣労働省告⽰第 38 号）を改正し、１月 25 日に「墜落制⽌⽤器具の規格」（平成 31 年厚
⽣労働省告⽰第 11 号）として告⽰＝下図参照。2 ⽉ 1 ⽇に施⾏された。
　施⾏⽇以降に製造・使⽤される墜落制⽌⽤器具は、原則として新規格に適合する必要がある。ただし、経過措置に
より、8 ⽉ 1 ⽇までは、旧規格に基づく安全帯の製造が可能で、2022 年 1 ⽉ 1 ⽇まで、旧規格に基づく安全帯の販
売と使⽤が可能だ。厚労省は、「今後、新規格への円滑な移⾏に向けた周知の徹底や啓発活動に取り組むことで、労
働災害の防⽌を⼀層推進」するとしている。

安全帯の規格を改正

「墜落制⽌⽤器具の規格」を告⽰

●使⽤制限：(1)6.75メートルを超える⾼さの箇所で使⽤する墜落制⽌⽤器具はフルハーネス型 のも
のでなければならないこと、(2)墜落制⽌⽤器具は、着⽤者の体重とその装備品の質量の合計に耐えるもの
であること、(3)ランヤードは、作業箇所の⾼さ・取付設備等の状況に応じ、適切なものでなければならな
いことを定めます。 
●構造、部品の強度、材料、部品の形状、部品の接続：墜落制⽌⽤器具の構造、部品の強度、材料、部品の
形状、部品の接続について、求められる要件とそれを確認するための試験⽅法等を定めます。
●耐衝撃性等：墜落制⽌⽤器具とその部品に求められる耐衝撃性等を確認するための試験⽅法等を定めま
す。
●表⽰：墜落制⽌⽤器具とその部品に求められる表⽰の内容を定めます。
●特殊な構造の墜落制⽌⽤器具等：特殊な構造の墜落制⽌⽤器具または国際規格等に基づき製造された墜落
制⽌⽤器具に対する本規格の規定の適⽤除外について定めます。 
 
※３ フルハーネス型墜落制⽌⽤器具 
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【参考資料及び過去の報道発表】
墜落制⽌⽤器具の規格（厚⽣労働省告⽰第11号）［PDF形式：107KB］

安全帯の規格の全部を改正する告⽰の施⾏について（平成31年１⽉25⽇付け基発0125第２号）［PDF
形式：284KB］

「墜落制⽌⽤器具の安全な使⽤に関するガイドライン」を公表します（平成30年６⽉22⽇発表）

「安全帯が「墜落制⽌⽤器具」に変わります！」(リーフレット）［PDF形式：1.9MB］

墜落制⽌⽤器具に係る質疑応答集（平成30年11⽉20⽇付け基安安発1120第１号）［PDF形式：471K
B］
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平成31年1⽉25⽇（⾦）

【照会先】
労働基準局安全衛⽣部安全課 
課⻑          奥村 伸⼈ 
副主任中央産業安全専⾨官 
           安井 省侍郎 
外国安全衛⽣機関検査官 
            ⽚野 圭介 
 (代表電話) 03(5253)1111 
      (内線 5504,5615) 
 (直通電話) 03(3595)3225

報道関係者各位

「安全帯の規格」を改正した新規格「墜落
制⽌⽤器具の規格」を告⽰しました

〜２⽉１⽇から、作業中の墜落を制⽌するための器具の規制が強化されます〜

 厚⽣労働⼤⾂は、労働者の墜落を制⽌する器具（以下「墜落制⽌⽤器具」）の安全性の向上と適切な使⽤を
図るため、「安全帯の規格」（平成14年厚⽣労働省告⽰第38号。以下「旧規格」）の全てを改正し、本⽇、
「墜落制⽌⽤器具の規格」（平成31年厚⽣労働省告⽰第11号。以下「新規格」）として告⽰しました。 
 
 この新規格は、平成30年６⽉に公布された関係政省令等 の施⾏⽇と合わせて、平成31年２⽉１⽇に施
⾏されます。そのため、施⾏⽇以降に製造・使⽤される墜落制⽌⽤器具は、原則として新規格に適合する必要
があります 。 
 
 厚⽣労働省では、今後、新規格への円滑な移⾏に向けた周知の徹底や啓発活動に取り組むことで、労働災害
の防⽌を⼀層推進していきます。 
 
※１「労働安全衛⽣法施⾏令の⼀部を改正する政令」（平成30年政令第184号）、「労働安全衛⽣規則等の
⼀部を改正する省令」（平成30年厚⽣労働省令第75号）、「安全衛⽣特別教育規程等の⼀部を改正する告
⽰」（平成30年厚⽣労働省告⽰第249号）。いずれも、平成31年２⽉１⽇から施⾏または適⽤されます。 
※２ 経過措置により、2019（平成31）年８⽉１⽇までは、旧規格に基づく安全帯の製造が可能であり、2
022（平成34）年１⽉１⽇まで、旧規格に基づく安全帯の販売と使⽤が可能です。 
 
 
【「墜落制⽌⽤器具の規格」概要】 
 
●定義：フルハーネス、胴ベルト等の⽤語を定義します。

※１

※２

●使⽤制限：(1)6.75メートルを超える⾼さの箇所で使⽤する墜落制⽌⽤器具はフルハーネス型 のも
のでなければならないこと、(2)墜落制⽌⽤器具は、着⽤者の体重とその装備品の質量の合計に耐えるもの
であること、(3)ランヤードは、作業箇所の⾼さ・取付設備等の状況に応じ、適切なものでなければならな
いことを定めます。 
●構造、部品の強度、材料、部品の形状、部品の接続：墜落制⽌⽤器具の構造、部品の強度、材料、部品の
形状、部品の接続について、求められる要件とそれを確認するための試験⽅法等を定めます。
●耐衝撃性等：墜落制⽌⽤器具とその部品に求められる耐衝撃性等を確認するための試験⽅法等を定めま
す。
●表⽰：墜落制⽌⽤器具とその部品に求められる表⽰の内容を定めます。
●特殊な構造の墜落制⽌⽤器具等：特殊な構造の墜落制⽌⽤器具または国際規格等に基づき製造された墜落
制⽌⽤器具に対する本規格の規定の適⽤除外について定めます。 
 
※３ フルハーネス型墜落制⽌⽤器具 
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形式：284KB］

「墜落制⽌⽤器具の安全な使⽤に関するガイドライン」を公表します（平成30年６⽉22⽇発表）

「安全帯が「墜落制⽌⽤器具」に変わります！」(リーフレット）［PDF形式：1.9MB］

墜落制⽌⽤器具に係る質疑応答集（平成30年11⽉20⽇付け基安安発1120第１号）［PDF形式：471K
B］
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　消費者庁がこのほど、住宅用太陽光発電システムの
使用者に対して、システムからの火災発生の危険を訴
え、注意点をまとめ公表した。消費者安全調査委員会
がまとめた事故原因の調査報告によると、モジュールを
ルーフィング上に直接設置するタイプでの火災発生が多
く、モジュールの裏面に鋼板等の不燃材料が貼ってあっ
ても、挟み込まれたケーブルから発火した場合にはルー
フィングや野地板への延焼の可能性が考えられるという。

　太陽光で発電した電気を売電している場合には住
まい手も事業者として点検等の義務を負っているた
め、火災発生の危険性が無いか、確認することが求
められる。ただし、住まい手は専門家ではないため、
実際にはシステムの設置事業者や工務店が点検する
ことになる場合も多く、地場工務店も注意が必要だ。

（Ｐ－３に設置形態別のリスクと対応策）　

住宅用太陽光発電システム
からの火災発生に注意

住宅用太陽光発電からの出火事例
　住宅用太陽光発電システムを設置している全国 237 万 4700 棟（平成 30 年 10 月時点）のうち、消費者庁の事故情報デー
タバンクには、住宅用太陽光発電システムから発生した火災事故が 127 件登録されている（平成 20 年 3 月～ 29 年 11月）。
　このうち 13 件はモジュールやケーブルから発火した火災事故だった。
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図１．住宅用太陽光発電システムの全体概要（破線で示す範囲） 

 

２．住宅用太陽光発電システムによる火災事故 

調査報告書によると、住宅用太陽光発電システムから発生した火災事故等に関する

事故情報は、平成 20 年３月から平成 29 年 11 月までに、事故情報データバンク 2に

127 件 3登録されています。そのうち、72 件が調査対象とされており、調査対象のう

ち、モジュール又はケーブルから発生した火災事故等が 13件とされています。 

 

【事例１】 
居住者がベランダで洗濯物を取り込もうとした際、異臭がありパチパチと音がし

たため、周囲を確認したところ、軒先から煙が出ているのを発見し、119 番通報し

た。屋根（南面及び北面の一部）と屋根裏及びモジュールが焼損した。（写真１） 

  

 

 

 

 

 

 

写真１ 屋根の被災状況（右はモジュール撤去後） 

                                                   
2 消費者庁が独立行政法人国民生活センターと連携し、関係機関から「事故情報」、「危険情報」を広く収集し、

事故防止に役立てるためのデータ収集・提供システム。 
3 調査委員会において、事故情報データバンクで、平成 20 年３月１日から平成 29 年 11 月 30 日までの間に登

録された「太陽光」をキーワードとする事故情報、危険情報を抽出した上で、重複登録された情報及び住宅用太

陽光発電システムと関連がない情報を除いたもの。 
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出火原因については、「モジュール付近にて何らかの要因により接触不良を起こ

したため発熱、時間経過と共に発炎し、屋根材へ延焼屋根裏を覆い屋根むな〈棟〉

まで達したものと推定する。」等の推定が調査機関等によりされている 4。 

 

【事例２】 

近隣住民が屋根からの煙と火を確認し居住者に

連絡した。居住者は、はしごで屋根に上がり水道ホ

ースを使用して消火すると同時に 119 番通報を行

った。モジュール及び周辺が焼損した。（写真２） 

 

写真２ 屋根の被災状況  

出火原因については、「当該製品の配線を、小

動物がかじったことから、漏電が生じてスパーク

が発生し、堆積していた落ち葉に着火して、出火

に至ったものと考えられる。」等の推定が調査機

関等によりされている。（写真３） 
 

 

写真３ 小動物が噛んだと思われる 

ケーブルの損傷個所   

 

【事例３】 

居住者が住宅の２階に在宅中、パチパチと音がし、窓を開けると異臭を感じたが、

自宅の異臭とは思わずにいたところ、その後、近隣住民から屋根の発煙を知らされ、

消防機関に通報した。屋根裏 10 ㎡及びモジュール７枚が焼損した。（写真４） 

  

                                                   
4 調査委員会において、「消防機関、ＮＩＴＥ（独立行政法人製品評価技術基盤機構）及び製造業者の各々から個

別に調査資料を入手し、事故要因に係る情報（発生状況、製品概要、出火原因、及び特記事項）を抽出した」も

のであることから、調査報告書において、「出火原因及び特記事項については、他機関の報告書の本文を原則と

してそのまま記載した」とされているものを引用している。 
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【事例３】 

居住者が住宅の２階に在宅中、パチパチと音がし、窓を開けると異臭を感じたが、
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写真４ 屋根の被災状況（右はモジュール撤去後） 

 

出火原因については、「本製品の施工時に出力ケーブルが取付け架台に挟み込ま

れ、他の箇所においても同様の挟み込みが発生したため、施工後の気象現象（積

雪、地震、温度変化等）による荷重、振動、応力等により挟み込まれた箇所の絶

縁劣化が進行し、発電量が最大となったときに絶縁破壊 5したことで取付け架台を

電路とした短絡回路が形成され、過大電流が流れたことで発熱して出火に至った

ものと推定される。」等の推定が調査機関等によりされている。（写真５） 

 

 

 

 

 

 

 

写真５ モジュール固定金具下へのケーブルの挟み込み箇所 

  

                                                   
5 絶縁体に加わる電圧が増してゆくと、ある程度以上で突然、絶縁性を失って大電流が流れる現象。 
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写真５ モジュール固定金具下へのケーブルの挟み込み箇所 

  

                                                   
5 絶縁体に加わる電圧が増してゆくと、ある程度以上で突然、絶縁性を失って大電流が流れる現象。 
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写真４ 屋根の被災状況（右はモジュール撤去後） 
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5 絶縁体に加わる電圧が増してゆくと、ある程度以上で突然、絶縁性を失って大電流が流れる現象。 

　近隣住民から屋根の発煙を知らされ通報。屋根裏 10 ㎡
とモジュール 7 枚が焼損＝写真 4。施工時に出力ケーブル
が架台に挟み込まれ、他の箇所でも挟み込みが発生した
ため、気象現象（積雪、地震、温度変化等）による荷重、
振動、応力等で挟み込まれた箇所の絶縁劣化が進行し、
発電量が最大となったときに絶縁破壊したことで取付け架
台を電路とした短絡回路が形成され、過大電流が流れ発
熱して出火と推定＝写真 5。

　近隣住民が屋根からの煙と火を確認。居住者は屋根に
上がり水道ホースを使用して消火すると同時に 119 番通
報した。モジュールと周辺が焼損＝写真 2。配線を小動物
がかじったことから漏電が生じてスパークが発生し、堆積
していた落ち葉に着火して出火の推定＝写真 3。

　居住者がベランダで洗濯物を取り込もうとした際、異臭があり
パチパチと音がしたため、周囲を確認したところ、軒先から煙が
出ているのを発見。屋根（南面と北面の一部）と屋根裏、モジュー
ルが焼損した＝写真 1。モジュール付近での何らかの要因による
接触不良から発熱、時間経過と共に発炎し、屋根材へ延焼、屋根
裏を覆い棟まで達した等の出火原因が推定されている。

２．「実家の相続に関する意識調査」

◆調査の背景

東京オリンピック以降、人口の大きなボリュームを占める団塊世代が全て後期高齢者となる「 年問題」が

控えており、高度成長期に都市部を中心に持家形成をしたこの団塊世代の持家が大量に相続を迎えること

が想定される。

また、現在の生産緑地指定が期限を迎えることで大量の宅地放出が懸念される「 年問題」により、地方

だけでなく首都圏でも地域や条件により住宅の売却が難しくなる可能性も指摘されている。

国の政策も空き家の発生を抑制するため、放置される空き家に対する固定資産税の重税化や売却を促進す

るために相続した住宅資産の譲渡益課税に非課税枠を新たに設置するなどの施策を整備しつつある。

年に実施された相続税の課税強化も踏まえ、今こそ、誰もが親の住宅（実家）の今後に対して無関心ではい

られない時代である。

同社は、以上のような認識の下で、生活者調査を行っている。

．親世帯の ％が「誰が実家を相続するか決めていない」

親世帯の ％は「今の家を誰が相続するか決まっていない」

と回答。 代以上でも ％の方が決まっていないと回答して

いる。 ～ 年前には終活がクローズアップされ、エンディング

ノートなどがもてはやされて久しいが、実は誰に相続するかま

では決めていない人が過半数という結果。

．「今の家がいくらで売れるか知っている」親世帯は ％と少

数派

「今の家がいくらで売れるか知っている」と回答した親世帯は

％。 代以上でも ％と過半数に届かないという結果。

漠然と「住まなくなったら売れると考えている」親世帯は ％

にのぼるが刻々と変化する売却価格変化の現状を把握して

いる方は少ない状況だ。

．親世帯の ％は「今の家の将来について子どもと話した

い」

親世帯の ％が「今後、今の家の将来について子どもと話

したい」と回答。一方で実際に「今の家の将来について子ども

と話した」と回答したのは ％だ。話し合った事はあっても、

前述の通り、誰に相続するかを決めていない人が過半数存在、

今の家の将来の活用や売却時期など、まだまだ話し合いたい

事があると推測される。

調査概要

調査名：実家の相続に相続に関する意識調査

期間： 年 月 日（火）～ 日（木）

方法：インターネット調査

対象：◇親世帯 ～ 代の男女 人（男性： 人／女性：

人）◇子世帯 ～ 代の男女 人（男性： 人／女

性： 人）

今の家を誰が相続するか決まっていない

 今の家がいくらで売れるか知っている

 今の家の将来について子どもと話したい

．子世帯の は「実家について親や兄弟姉妹と話したい」

子世帯の ％が「今後、実家について親や兄弟と話したい」

と回答し、実際に話したと回答した子世帯は ％に上り親

世帯以上に実家への関心の高まりが見られるが、その 割

（ ％）が「今後、実家について親や兄弟と話したい」と回答

し、まだ話し合いは充分ではなく結論が出ていない状況が想

像される。

また今後話したいと回答した若世帯の約 割 が「何を

話せばいいのかわからない」と回答。

．子世帯の同居・隣居を検討した経験は、親世帯の倍近い約 割

子世帯は、親との同居や隣居を検討した経験のある人が

％。内訳は既に購入した子世帯が ％に対し、これか

ら購入する子世帯では ％と増加し、関心が高まっている

ことを示している。

しかし、親世帯は、子世帯との同居・隣居を検討したことのあ

る人は 割にも満たず（ ％）、子が持ち家を購入する前の

ケースに限定しても ％に過ぎない。別の設問で親世帯に

子世帯との同居～近居検討の状況を質問した際には、「子ど

もから話があれば、検討する」との回答が最も多い ％を占

め、 親は子どもの出方を待っているのでは、と読み取れる。

３．「実家のこれから」相談会

「人生百年時代」を迎える中、核家族居住が一般化して子世帯も既にリタイア期に差し掛かるという状況下、

「両親が住んでいた実家をどのようにすればよいか」という、実家活用に関するものが増えてきているという。こ

の調査結果を踏まえて、所費者のニーズをや不安点、関心のあるところをリアルに把握して、単に「設計相談」

「相続相談」といった打ち出しでではなく、「実家のこれから」というダイレクトなコンセプトでキャンペーンを企画

している点が一味違う点だ。

実家のこれからを、以下の つのパターンを提案して、需要顕在化につなげている点が優れている。

➀二世帯住宅に建て替え ②快適な実家の建て替え ③実家の敷地に新築 ④賃貸併用住宅に建て替え ⑤

住み替えして新しい家づくり ⑥賃貸住宅に建て替え このように具体的に提案することで「あなたはどのタイ

プ？」というきっかけから商談が具体化するといえる。

 今の家の将来について子どもと話したい

 親との同居や隣居を検討した経験がある



(1)「屋根置き型」＝住宅の屋根材（瓦、スレート、金属屋根等）の上に架台を取り付け、モジュールを設置するタイプ。
モジュール・ケーブルとルーフィングの間は、屋根材で遮られているため、調査対象で野地板に延焼した火災事故等は発
生していない。

(2)「鋼板等敷設型」＝屋根材にモジュールが組み込まれているものや、屋根全面にモジュールが設置されているもの。
モジュール直下のルーフィング表面に、鋼板等の不燃材料を敷設するタイプ。モジュール・ケーブルとルーフィングの間は、
鋼板等で遮られているため、調査対象で野地板に延焼した火災事故等は発生していない。

(3)「鋼板等付帯型」＝裏面に鋼板等の不燃材料を付帯したモジュールをルーフィング上に直接設置するタイプ。モジュー
ルとルーフィングの間は、鋼板等で遮られているため、調査対象でモジュールから野地板に延焼した火災事故等は発生し
ていない。しかし、モジュールの下へのケーブルの挟み込み等の原因で、ケーブルが発火した場合にはルーフィングや野
地板に延焼する可能性が考えられる。

対策＝ケーブルの挟み込みを防ぎ、ルーフィング上にケーブルを可能な限り敷かない構造に変更する

(4)「鋼板等なし型」＝裏面に鋼板がないモジュールをルーフィング上に設置するタイプ。モジュール・ケーブルとルーフィ
ングの間に遮るものがないため、モジュールやケーブルが発火した場合、野地板へ延焼する可能性が考えられる。

対策＝他の設置形態へ変更する

　そのほか、「地絡検知機能」の装備も促す。地絡は、電気回路と大地が電気的につながり、大地に電流が流れる事象。
地絡が起きると、過大な電流で発火の原因となることがある。一部のシステムには同機能を有していないものがあり、取
り替えることで火災発生のリスクを低減することができる。
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３．住宅用太陽光発電システムに関する注意点 

 

（１） モジュールの設置形態による注意点 

調査報告書において、住宅用太陽光発電システムのモジュールの設置形態は、以下

の 4 つのタイプに分類されており 6、それぞれ火災発生のリスクが異なります。自分

が利用している住宅用太陽光発電システムのモジュールの設置形態が分からない場

合は、製造業者や住宅・建築業者に問い合わせて確認しましょう。 

 

①「屋根置き型」 

住宅の屋根材（瓦、スレート、金属屋根等）の上に架台を取り付け、モジュール

を設置するタイプです。 

モジュール及びケーブルとルーフィングの間は、屋根材により遮られているため、

調査委員会の調査対象において、野地板へ延焼した火災事故等は発生していません。 
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6 調査報告書によると、住宅用太陽光発電システムの累積設置軒数全体における各タイプの設置割合は、「屋根置

き型」及び「鋼板等敷設型」が合わせて約 94.8％。「鋼板等付帯型」は約 0.7％、「鋼板等なし型」は約 4.5％。 
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③「鋼板等付帯型」 

裏面に鋼板等の不燃材料を付帯したモジュールをルーフィング上に直接設置す

るタイプです。 

モジュールとルーフィングの間は、鋼板等により遮られているため、調査委員

会の調査対象において、モジュールから野地板へ延焼した火災事故等は発生して

いません。しかし、モジュールの下へのケーブルの挟み込み等の原因により、ケ

ーブルが発火した場合にはルーフィング及び野地板へ延焼する可能性が考えられ

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④「鋼板等なし型」 

裏面に鋼板がないモジュールをルーフィング上に設置するタイプです。モジュ

ール及びケーブルとルーフィングの間に遮るものがないため、モジュール又はケ

ーブルが発火した場合、野地板へ延焼する可能性が考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

＜「鋼板等なし型」のモジュールのリスク低減について＞ 

「鋼板等なし型」は、モジュール又はケーブルが発火した場合に、ルーフィング及

び野地板へ延焼する可能性が考えられるため、「屋根置き型」又は「鋼板等敷設型」へ

変更することで、火災発生のリスクを低減することができます。 

 

＜「鋼板等付帯型」のモジュールのリスク低減について＞ 

「鋼板等付帯型」は、モジュールの下へのケーブルの挟み込み等で、ケーブルが発

火した場合にはルーフィング及び野地板へ延焼する可能性が考えられます。ケーブル

の挟み込み等を防ぎ、またルーフィング上にケーブルを可能な限り敷かないような構
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「両親が住んでいた実家をどのようにすればよいか」という、実家活用に関するものが増えてきているという。こ

の調査結果を踏まえて、所費者のニーズをや不安点、関心のあるところをリアルに把握して、単に「設計相談」

「相続相談」といった打ち出しでではなく、「実家のこれから」というダイレクトなコンセプトでキャンペーンを企画

している点が一味違う点だ。

実家のこれからを、以下の つのパターンを提案して、需要顕在化につなげている点が優れている。

➀二世帯住宅に建て替え ②快適な実家の建て替え ③実家の敷地に新築 ④賃貸併用住宅に建て替え ⑤

住み替えして新しい家づくり ⑥賃貸住宅に建て替え このように具体的に提案することで「あなたはどのタイ

プ？」というきっかけから商談が具体化するといえる。

 今の家の将来について子どもと話したい

 親との同居や隣居を検討した経験がある

．子世帯の は「実家について親や兄弟姉妹と話したい」

子世帯の ％が「今後、実家について親や兄弟と話したい」

と回答し、実際に話したと回答した子世帯は ％に上り親
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（ ％）が「今後、実家について親や兄弟と話したい」と回答

し、まだ話し合いは充分ではなく結論が出ていない状況が想

像される。

また今後話したいと回答した若世帯の約 割 が「何を

話せばいいのかわからない」と回答。

．子世帯の同居・隣居を検討した経験は、親世帯の倍近い約 割

子世帯は、親との同居や隣居を検討した経験のある人が

％。内訳は既に購入した子世帯が ％に対し、これか

ら購入する子世帯では ％と増加し、関心が高まっている

ことを示している。

しかし、親世帯は、子世帯との同居・隣居を検討したことのあ

る人は 割にも満たず（ ％）、子が持ち家を購入する前の

ケースに限定しても ％に過ぎない。別の設問で親世帯に

子世帯との同居～近居検討の状況を質問した際には、「子ど

もから話があれば、検討する」との回答が最も多い ％を占

め、 親は子どもの出方を待っているのでは、と読み取れる。

３．「実家のこれから」相談会

「人生百年時代」を迎える中、核家族居住が一般化して子世帯も既にリタイア期に差し掛かるという状況下、

「両親が住んでいた実家をどのようにすればよいか」という、実家活用に関するものが増えてきているという。こ

の調査結果を踏まえて、所費者のニーズをや不安点、関心のあるところをリアルに把握して、単に「設計相談」

「相続相談」といった打ち出しでではなく、「実家のこれから」というダイレクトなコンセプトでキャンペーンを企画

している点が一味違う点だ。

実家のこれからを、以下の つのパターンを提案して、需要顕在化につなげている点が優れている。

➀二世帯住宅に建て替え ②快適な実家の建て替え ③実家の敷地に新築 ④賃貸併用住宅に建て替え ⑤

住み替えして新しい家づくり ⑥賃貸住宅に建て替え このように具体的に提案することで「あなたはどのタイ

プ？」というきっかけから商談が具体化するといえる。

 今の家の将来について子どもと話したい

 親との同居や隣居を検討した経験がある



 

キタケイの提供する２つのプライベートブランド 

環境・ぬくもり・素材をテーマとした各種住宅資材  “ スプロートユニバーサル ”  

天然木にこだわったフローリングや壁材  “ リラクシングウッド ” 

企画・製造から販売までトータルにプロデュース、心からご満足いただける住まいづくりを 

バックアップします。 

 

                                   
 

 
 

 

 

 

リラクシングウッド 無垢フローリング シリーズ 

 

 
 

 
KITAKEI－Report No.１１５ Ｍａｒｃｈ 201９            発行：北恵株式会社 

 

          発行：北恵株式会社 

 

Information 

ｗｗｗ．ｓｐｒｏｕｔ－ｕｎｉｖ．ｃｏｍ 

ｗｗｗ．ｒｅｌａｘｓｓｉｎｇｗｏｏｄ．ｃｏｍ 

P-4 


